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特集：医療制度改革
政府・与党は今月１０日に「医療改革協議会」を設置、来年の通常国会に提出する医療制度改革案の取りまとめに

。 、 。ついて審議を始めた 会議の中では特に高齢者の患者負担や 保険免責制の導入などについて検討が重ねられている

中医協の診療報酬基本問題小委員会では今月９日、来年の診療報酬改訂の中で「外来医療に係る評価体系 「生活」、

習慣病対策」について協議、また、厚生労働省は今月１０日、社会保障審議会部会の医療保険部会と医療部会へ診療

報酬改訂に向けた基本方針の素案をまとめたものを提出している。診療報酬の具体的な改定数値については、来月

１２月中旬以降になると見られる。

来年に向け医療制度改革及び診療報酬改訂について様々な所で意見が交わされ、日々報じられる情報は流動的であ

るが、今回は現在検討中の内容や日医の意見等についてまとめてみた。

医療制度改革

★改革案の検討と内容

１．高齢者の窓口負担

○高齢者の窓口負担については、70歳以上で現役並の所得の人を対象
に現行２割の負担から３割に引き上げる方針。来年10月実施予定。
(H17/11/14 政府･与党医療改革協議会)

○一般・低所得の高齢者については、介護保険で１割負担、年金のみ
の収入に頼る高齢者が60％以上であることから、一般・低所得の
高齢者については１割負担に据え置くべきとの意見が大勢。
（H17/11/16自民党 社会保障制度調査会医療委員会）

２．入院時の食費・居住費

○70歳以上の長期入院患者（療養病床）の食住費を自己負担化。
(H17/11/14 政府･与党医療改革協議会)

○一般病床を含む全ての入院患者の食住費自己負担化については見送
られる予定。 (H17/11/14 政府･与党医療改革協議会)

３．保険免責制度

○政府・与党は医療費の一部を保険対象外として全額自己負担を求める
保険免責制度は、大幅な負担増につながるとして与党内の反発が根強
いことから、導入を見送る方針。(H17/11 16)/

４．医療費の総額管理制度

○政府・与党は、医療給付費を国内総生産（ ）などマクロ経済指標に連動した数値目標で総額管理する手法は導入せず、GDP
給付費は個別の抑制目標を積み上げて抑制していくことを決定。(H17/11 14)/

※但し、財務省などは、５年程度の期間で抑制目標を設定し、給付費の伸びを毎年度この目標に照らして検証、膨張している
場合には適宜政策の見直しを行う手法の導入を要求。

５．高齢者医療保険制度

○厚労省は、高齢者医療保険について、新保険は市町村が運営、一定額以上の高額医療費は都道府県と国が負担する再保険
とする制度を検討中。

６．診療報酬の引き下げ

○Ｈ18年の診療報酬改訂率については数字的な詰めを行っている段階。
川崎厚労相は「もう少し全体の数字を見ながら判断したい」と発言 （H17/11/14）。
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診療報酬改定

○厚生労働省は、今月10日に平成18年度診療報酬改訂に向けた基本方針の素案をまとめ、社会保障審議会の医療保険
部会と医療部会へ提示。基本方針素案は７項目の論点で構成され、以下はその中から抜粋。

★平成18年度診療報酬改定の基本方針（素案）から

１．患者の生活の質を高める医療

①診療報酬上の名称などの見直し

②医療費の領収書発行義務化

③生活習慣病予防の推進

２．医療機能の分化･連携の推進

①疾患毎の医療機能の連携体制に係る評価

②在宅医療・終末期医療の評価

③平均在院日数の短縮

④急性期入院医療における診断群分類別包括評価
（ ）の拡大DPC
⑤病院・診療所の機能分化・連携

⑥病院・診療所の初診料・再診料の評価

３．今後重点的に対応が必要な領域の評価

①産科、小児科、救急医療に対する適切な評価

② 化推進IT
③新しい医療技術の保険導入手続きの透明化

４．効率化の余地がある領域の評価

①慢性期入院医療の評価

②入院時の食事

③外来医療における不適切な頻回受診抑制

④ｺﾝﾀｸﾄﾚﾝｽﾞ診療等における不適切な検査の適正化

⑤後発医薬品の使用促進

⑥医薬品･医療材料･検査など市場実勢価格等を踏まえる

根拠としている数値

○医療制度改革おいて議論の根拠とされる医療費の将来予
測は正しいのか。

日本医師会では医療費の将来予測について、厚生労働省
の予測は常に高く推計され、予測値は信頼できないもの
であると指摘している。

＜医療情報室の目＞
★医療制度改革の方向

日本では誰もが、どこの医療機関でも保険証１枚あ
れば、費用のことはあまり気にせずに診療を受けるこ
とができる。
この国民皆保険制度があまりにも当たり前とする感

覚が国民の中にはあるのかもしれない。
この制度は人の命に直接携わる医療には貧富の差に

関係なく、全ての人が平等に医療を受けることが出来
るようにとの理念に基づいたものである。

国民皆保険制度は「大きな政府」を前提とした制度であるが、現在、政府が進める「小さな政府」では「民間で出来る
ことは民間で 「国家財政支出の削減」を目標に 「競争原理 「自助努力」の社会を目指すものであり、医療にも「市場」 、 」
原理 「競争原理」を持ち込もうとしている （経済財政諮問会議など民間の意見）」 。

「小さな政府」を実現している米国医療の実態は、世界最高の医療費、先進国の中で平均寿命は最低で乳幼児死亡率も
高く（ 調査 、健康達成度の国際比較では世界15位となっている （ 調査、日本の評価は１位）OECD WHO） 。
米国には国民皆保険制度は無い。高齢者と障害者向けの公的保険以外、国民の70％は民間の保険に入っており、高額な

保険料の為、民間保険に加入できない無保険者層は4400万人(国民の約15％)に上る。大企業の職員には一括で保険会社と
、 、 、 、 、契約する為 割安になるが 個人での加入には割高な保険料が請求され 所得の低い人ほど保険料が高くなり その結果

。 、 。無保険者層を形成している 無保険者層は重症にならない限りは病院にも行けず 診療を受けても診療費を払いきれない
貧富の格差の拡大がもたらすものは、社会全体の不安拡大でもある。

現在進められている医療制度改革案の見本である米国の現状は以上のようなものである。
「長生きしたければもっと金を払え」とも言わんとする医療制度改革に反対する為、医師会では署名運動を進めている。

★この医療情報室レポートは、福岡市医師会インターネットホームページで閲覧・情報取得が可能です。

http://www city fukuoka med or jp/jouhousitsu/report html次のアドレスによりアクセスして下さい。 . . . . . .
※ご質問や何かお知りになりたい情報（テーマ）がありましたら医療情報室までお知らせ下さい。

(事務局担当 立石 852 1501 852 1510)5 - FAX -
担当理事 津 田 泰 夫(広報担当)・入 江 尚(情報担当)・大 木 實(渉外担当)・原 村 耕 治(地域ケア担当)

小児科・産科
「 」 。○初診料と乳幼児加算を合わせた 小児科初診料 を創設

手術料などの加算は診療行為毎の難易度を勘案。

、 。○出産の高齢化を踏まえ ﾊｲﾘｽｸ分娩に対する診療を評価

IT化推進
○2010年度を目途に医療費請求を専用回線によるｵﾝﾗｲﾝ
請求に全面移行の方針。06年度から段階的に導入。

生活習慣病指導管理料

○処方箋を交付する場合とそれ以外で点数を分けている
評価方法を見直す。

○療養計画書の様式変更

○指導管理料の名称変更 など

初診料・再診料

○初・再診料を適正に評価

○病院・診療所間の格差是正

○同一医療機関における同一日の複数診療科受診の評価
（初診料など１回しか算定できない取り扱いを２つ目以
降の診療科でも評価） など

薬 価
○後発医薬品の実勢価格に合わせて、先発医薬品の公定
価格を引き下げる案が検討中。

診療報酬改定時に先発薬と後発薬の平均実勢
価格を先発薬の薬価とする案 など

2000年 2004年 2010年 2025年

1995年の予想  38兆  50兆  68兆 141兆

1997年の予想 104兆

2000年の予想  81兆

2002年の予想  70兆

2005年の予想  41兆  69兆

30.4兆 32.1兆 ？ ？実際の医療費
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※日医作成「世界ﾄｯﾌﾟﾚﾍﾞﾙの医療を提供する為に」ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄより

予測と現実の数
値が大きく違う

信憑性に欠
ける変更


